
（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

- - - -

団体区分 1.都道府県

（単位：％）

標準財政規模
（千円） うち臨時財政対策債

早期健全化基準 - - - -

総括表① 健全化判断比率の状況 （平成21年度決算）

（千円） うち臨時財政対策債
発行可能額

0 財政再生基準 - - -

Ver.21.0.0

総括表① 健全化判断比率の状況 （平成21年度決算）
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（単位：千円）

会　　計　　名 実質収支額 （分母比） 会　　計　　名 資金不足・剰余額 （分母比）

一般会計 0

一
法

般
適

会
用

計
企

等
業

小　　　計 0
標準財政規模 0

一
般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計

宅
地
造
成
事

宅
地
造
成
事
業
以
外

総括表② 連結実質赤字比率等の状況 （平成21年度決算）

実質赤字比率　（％） - ※

会　　計　　名 実質収支額

法

非

適

用

企

業

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 合　　　　　計 0
標準財政規模（再掲） 0

一
般
会
計
等
以
外
の
特
別
会
計
の
う
ち

公
営
企
業
に
係
る
特
別
会
計
以
外
の
会
計

事
業

宅
地
造
成
事
業

宅
地
造
成
事
業
以
外

連結実質赤字比率　（％） - ※



団体名
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪
元利償還金の額
（繰上償還額等
を除く）（３③
Ａ表「元利償還
金」欄の数値を
転記）

積立不足額を考
慮して算定した
額（３①表
「エ」欄の数値
を転記）

満期一括償還地
方債の１年当た
りの元金償還金
に相当するもの
（年度割相当
額）（３①表
「ウ」欄の数値
を転記）

公営企業に要す
る経費の財源と
する地方債の償
還の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

一部事務組合等
の起こした地方
債に充てたと認
められる補助金
又は負担金

公債費に準ずる
債務負担行為に
係るもの

一時借入金の利
子

特定財源の額
（３③Ａ表「特
定財源計」欄の
数値を転記）

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費

事業費補正によ
り基準財政需要
額に算入された
公債費（準元利
償還金に係るも
のに限る。）

災害復旧費等に
係る基準財政需
要額

平成19年度

平成20年度

平成21年度

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰ ⑱
密度補正により
基準財政需要額
に算入された元
利償還金

密度補正により
基準財政需要額
に算入された準
元利償還金（地
方債の元利償還
額を基礎として

標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債
発行可能額

地方財政法第５
条の４第１項第
２号及び地方財
政法施行令第12
条の規定に基づ
き総務大臣が定

実質公債費比率
（単年度）

総括表③ 実質公債費比率の状況（平成21年度決算）

額を基礎として
算入されたもの
に限る。）

き総務大臣が定
める額
（特別区のみ記
入）

平成19年度 平成19年度 -

平成20年度 平成20年度 -

平成21年度 平成21年度 -

（参考）

ＰＦＩ事業に係る
債務負担行為に係
るもの（省令第７
条第１号）

いわゆる五省協定
等により、利便施
設及び公共施設を
買い取るために
行った債務負担行
為に係るもの（省
令第７条第２号）

国営土地改良事業
並びに独立行政法
人森林総合研究
所、独立行政法人
水資源機構及び独
立行政法人環境再
生保全機構の行う
事業に対する負担
金（省令第７条第
３号）

地方公務員等共済
組合が建設した職
員住宅等の無償譲
渡を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

社会福祉法人が施
設の建設のために
借り入れた借入金
の償還に対する補
助（省令第７条第
５号）

損失補償又は保証
に係る債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
６号）

地方公共団体以外
の者の債務を引き
受けた場合におけ
る当該債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
７号）

その他これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第８号）

利子補給に係るも
の（政令第11条第
４号）

平成19年度

平成20年度

平成21年度

⑥の内訳

平成21年度



（単位：千円）

⑫
災害復旧費等に
係る基準財政需
要額（準元利償
還金に係るもの
に限る。）

実質公債費比率
（３カ年平均）

-
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団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（分母比）

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

0 0 0

充当可能基金
充当可能
特定歳入

設立法人の
負債額等

負担見込額

基準財政需要額
算入見込額

地方債の現在高
債務負担行為に

基づく支出予定額
公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

組合等連結実質
赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

総括表④ 将来負担比率の状況 （平成21年度決算）

（分母比）

0

0

-

将来負担比率　（％）

0

0

0

0

算入公債費等の額　Ｄ

Ａ　－　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

将来負担額　A

標準財政規模　Ｃ

充当可能財源等　Ｂ

―

総括表④ 将来負担比率の状況 （平成21年度決算）

―

＝ ＝
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（単位：千円）

区分 事　　　項  (1) 限  度  額 (3) 支出予定額 (4) （構成比） （構成比）

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

⑤　地方公務員等共済組合
      に係るもの

期   間 (2)

①　ＰＦＩ事業に係るもの

②　いわゆる五省協定等
　　 に係るもの

③　国営土地改良事業
      に係るもの

④　森林総合研究所等が
     行う事業に係るもの

４①表 債務負担行為に基づく支出予定額

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

H ～ H

H ～ H

H ～ H 0

H ～ H

将来負担額（合計） 0
（分母比）

⑥　依頼土地の
      買い戻しに係るもの

⑦　社会福祉法人の施設建設
    　費に係るもの

⑧　損失補償・債務保証の
　　 履行に係るもの

⑨　引き受けた債務の履行に
　　 係るもの

⑩　その他①～⑨に
      準ずるもの



・区分⑩に該当する支出予定額の算出方法を記載してください。
事項：

事項：

事項：

事項：

事項：

事項：

事項：

（参考）
①　ＰＦＩ事業に係る債務負担行為に係るもの
②　いわゆる五省協定等により、利便施設及び公共施設を買い取るために行った債務負担行為に係るもの
③　国営土地改良事業に対する負担金
④　独立行政法人森林総合研究所、独立行政法人水資源機構及び独立行政法人環境再生保全機構の行う事業に対する負担金
⑤　地方公務員等共済組合が建設した職員住宅等の無償譲渡を受けるために支払う賃借料
⑥　土地開発公社に依頼した土地の買い戻しに係るもの
⑦　社会福祉法人の施設建設費の償還に対する補助
⑧　損失補償又は債務保証に係る債務履行に要する経費
⑨　債務引受に係る債務履行に要する経費
⑩　①～⑨に準ずるもの
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（単位：千円）

負担等見込額の考え方が明らかな場合 負担等見込額の考え方が明らかでない場合

会　計　名　(2) 過去3か年度における負担割合(6)

19年度 20年度 21年度

- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -4

2

3

団体名

組合又は地方開発
事業団の名称 (1)

1

会計ごとの
地方債現在高

(3)
(3)のうち一般会計等
負担等見込額 (4) 負担の考え方 (5)

過去3か年度の負担
割合の平均値(7)

(3)のうち一般会計等
負担等見込額(8)

(3)×(7)

区
分

４④表 組合又は地方開発事業団が起こした地方債の償還に係る負担等見込額

- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -
- -

(4)の小計 0 (8)の小計 0
（分母比）

将来負担額 ( ) ( )

8

6

7

5

将来負担額　(4)＋(8) 0
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１　道路整備特別措置法に係る業務 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

C① C② C③ D① D② D③
Ｅ＝（Ｄ①／Ｃ①＋Ｄ
②／Ｃ②＋Ｄ③／Ｃ
③）／３

Ｆ Ｇ＝Ｆ×Ｅ Ｈ① Ｈ② Ｈ③ Ｉ① Ｉ② Ｉ③
Ｊ＝（Ｉ①／Ｈ①＋Ｉ②／
Ｈ②＋Ｉ③／Ｈ③）／３ Ｋ Ｌ＝Ｊ×Ｋ Ｍ＝Ｇ－Ｌ

0 0 0 0 0 0 0

特定の年度の数値を用いないこととした場合の理由 特定の年度の数値を用いないこととした場合の理由

合計

団体名

地方道路公社名

将来収支
見込額計画上の収入 収入実績

収入乖離率

道路特措法上の有料
道路名

道路特措法
上の事業に
係る借入金
残高

設立団体か
らの借入金
残高

収支予算の明細（収入） 収支予算の明細（支出）

将来支出
見込額

（補正値）

A Ｂ① Ｂ②

将来収入
見込額

（計画値）

将来収入
見込額

（補正値）

計画上の支出 支出実績
支出乖離率

将来支出
見込額

（計画値）

４⑥Ａ表 地方道路公社の負債額

特定の年度の数値を用いないこととした場合の理由 特定の年度の数値を用いないこととした場合の理由

Ｄ④ Ｉ④

２　１以外の業務 （単位：千円） ３　地方道路公社に係る将来負担額算定 （単位：千円）

３か年平均 平成19年度 平成20年度 平成21年度 ３か年平均 平成19年度 平成20年度 平成21年度 U

N O=（O①＋O②＋O③）/3 O① O② O③ P=（P①＋P②＋P③）/3 P① P② P③ Q R
S＝（O-P）＊
Q

0

0

0 V W X＝Ｍ

0

0

0

0

0 Y＝S Z

0

0

0

0

0 0

0 （分母比）

0 ４　共同設立法人の将来負担額あん分 （単位：千円）

0 団体名

(参考) B/S上の負債額 （単位：千円） AA AＢ AＣ

Ｂ／Ｓ上の負

O④ P④

特定の年度の数値を
用いないこととした場合の理由

合計 案分方法 団体別将来負担額

道路事業損失補てん引当金からの借入金残高

将来負担額
ＺB

Ｂ／Ｓ上の道路事業損失補てん引当金額

ZA＝（T＋U）－(V+W)－（X＋Y＋Z）

0 0

２の事業に係る将来収支見
込額（再掲）

道路事業損失補てん引当金
残高(引当可能額に限る)

損失補償等履行債務 債務引受履行債務

業務名
収入実績（収入支出決算） 支出実績（収入支出決算） 業務実施見

込期間
年数算定根拠

将来収支
見込額

１の事業に係る借入金残高 ２の事業に係る借入金残高

T＝Ｂ①－Ｂ②

0

平成21年度

１の事業に係る将来収支見
込額（再掲）

0

将来負担額（共同設立以外）
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（単位：千円） （単位：千円）

負債の額
(1)

設立団体からの
借入金(a)-(b)

(2)

設立団体
損失補償等
履行債務

(3)

設立団体以外
損失補償等債務

(5)

(1) - (2)-(3)
-(4)-(5)

(6)

設立団体からの
借入金((b)の控除

前)
(a)

省令第８条第５号に
規定する土地の
取得のための

貸付金の償還金(b)

0 0 0 0 0

（単位：千円）

事業未収金
(8)

省令第８条第５号に
規定する土地の

取得価額
(9)

市街地再開発事業
等用地の取得価額
又は時価評価額

(10)

２号土地の取得価
額又は時価評価額

(12)

投資その他の資産
(13)

賃貸事業用地の
取得価額

又は時価評価額
(14)

(7)～(14)
(15)

(6) - (15)
(16)

あん分割合（%）
(17)

将来負担額
(設立した法人)

(16)×(17)

0 0 0 0 0 0 0 0 100.0% 0

（分母比）

(a) 設立団体からの借入金((b)の控除前)の内訳　（単位：千円) (b) 省令第８条第５号に規定する土地の取得のための貸付金の償還金の内訳（単位：千円）

項 項

現金及び預金
(7)

国等が買取ることが
確実に見込まれる１
号土地の取得価額

(11)

設立団体
債務引受
履行債務

(4)

0

土地開発公社名

土地開発公社（当該団体が設立した法人に限る）の負債

４⑥Ｂ表 土地開発公社の負債額

４⑥Ｃ表 土地開発公社の負債の内訳①

項
番

借入開始期日 最終償還期日 借入金残高
項
番

H . . H . .

H . . H . .

H . . H . .

H . . H . .

H . . H . .

合計 0 合計

(5) 設立団体以外損失補償等債務の内訳 （単位：千円）

項
番

設立団体以外の地方公
共団体（設立団体以外
のすべての地方公共団
体の合計）に係るあん

分割合(%)

設立団体以外の地方公
共団体が負担している
損失補償又は保証に係

る債務の額

0

0

0

0

0

合計 0

貸付金の償還金

0

損失補償又は保証をしている設立団
体以外のすべての地方公共団体名

用地名/事業名

用地名/事業名
損失補償又は保証に係る債務

（すべての地方公共団体の合計額）
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（単位：千円）

１号土地に係る
将来負担額

(1)

２号土地に係る
将来負担額

(2)

0 0

(１) １号土地の内訳 （単位：千円）

項
番

土地開発公社名 用地名/事業名

損失補償又は
保証に係る
債務の額

(4)

取得価額
(5)

(4)又は(5)の
いずれか少ない

額
(6)

当該地方公共団
体におけるあん
分の割合(単位：%)

(7)

当該土地に係る
将来負担額
(6)×(7）

(8)

0 0

0 0

将来負担額合計
(1) + (2)

(3)

0

４⑥Ｄ表 土地開発公社（当該団体が設立した法人以外に限る）に損失補償又は保証をしている場合の債務

0 0

0 0

0 0

合計 0

(2) ２号土地の内訳
（単位：千円）

評価方法

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

合計 0

当該土地に係る
将来負担額
(13)×(14)

(15)

項
番

土地開発公社名 用地名/事業名

時価評価額(11) 取得価額又は
時価評価額

のうちいずれか
少ない額

(12)

損失補償又は
保証に係る
債務の額

(9)

取得価額
(10)

当該地方公共団
体におけるあん
分の割合(単位：%)

(14)

(9) - (12)
(13)

４⑥Ｄ表 土地開発公社（当該団体が設立した法人以外に限る）に損失補償又は保証をしている場合の債務
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（注１）算入率及び損失補償実行率については、小数点第１位未満四捨五入（％表示ベース）

（注２）金額については、千円未満四捨五入

１　標準評価方式
（単位：千円）

法人名
損失補償付債務

Ａ

信用補完
実行見込額

B

Ｃ

（Ａ－Ｂ）

算入率

D

損失補償債務等
負担見込額

E
（C×D）

法人形態区分 備考

1 0 0
2 0 0
3 0 0
4 0 0
5 0 0
6 0 0
7 0 0
8 0 0
9 0 0

10 0 0
11 0 0
12 0 0
13 0 0
14 0 0
15 0 0
16 0 0
17 0 0
18 0 0
19 0 0
20 0 0

小計① 0

２　個別評価方式
（１）資産債務個別評価方式

（単位：千円）

法人名
損失補償債務等

負担見込額
法人形態区分 備考

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16

団体名

４⑥Ｆ表－ア 損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額

16
17
18
19
20

小計② 0
（注）次の①②に掲げる額の算出過程について任意様式により資料を作成の上提出すること。

　①　当該法人の債務の総額から当該法人の所有する資産の時価による価額の合算額を控除した額

　②　当該法人の損失補償付債務の額

（２）経営計画個別評価方式
（単位：千円）

法人名
損失補償債務等

負担見込額
法人形態区分 備考

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

小計③ 0
（注）損失補償債務等負担見込額の算出過程について任意様式により資料を作成の上提出すること。

４⑥Ｆ表－ア 損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額
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（３）損失補償付債務償還費補助評価方式
（単位：千円）

法人名
損失補償債務等

負担見込額
法人形態区分 備考

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

小計④ 0
（注）損失補償債務等負担見込額の算出過程について任意様式により資料を作成の上提出すること。

３　公的信用保証、制度融資等に係る損失補償

（１）公的信用保証に係る損失補償
（単位：千円）

公的保証機関名
損失補償付債務残高

A

平均残存年数
（年）

B

損失補償実行率

C

損失補償債務等
負担見込額

D
（A×B×C）

法人形態区分 備考

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

団体名

17 0

18 0

19 0

20 0

小計⑤ 0
（注）平均残存年数は、加重平均により求めた数とし、１年未満については12ヶ月で除し、小数点第２位未満を四捨五入すること。

（２）制度融資等に係る損失補償
（単位：千円）

制度融資名
損失補償付債務残高

A

平均残存年数
（年）

B

損失補償実行率

C

損失補償債務等
負担見込額

D
（A×B×C）

法人形態区分 備考

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

小計⑥ 0
（注）平均残存年数は、加重平均により求めた数とし、１年未満については12ヶ月で除し、小数点第２位未満を四捨五入すること。
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４　その他の形態の損失補償・債務保証
（単位：千円）

法人名
損失補償債務等

負担見込額
法人形態区分 備考

1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20

小計⑦ 0
（注）損失補償債務等負担見込額（過去の実績等に基づき合理的と考えられる手法で算定した額）の算出過程について任意様式により資料を作成の上提出すること。

５　合計額（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦）
（単位：千円） （分母比）

0

団体名



団体名
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（単位：千円）

うち要返還額 (3) うち要返還額 (5) うち貸付金 (7) うち不動産 (8) （構成比）

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

現金・預金(2)基 金 計 (1)
(2)+(4)+(6)

財政調整基金

基　金　名

減債基金

国債・地方債
・政府保証債等 (4) その他 (6) 充当可能基金(9)

(2)-(3)+(4)-(5)

４⑧表 地方債の償還額等に充当可能な基金

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 （分母比）

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0 0 0

充
当
可
能
基
金
か
ら

除
か
れ
る
べ
き
基
金

小　計

災害救助基金

財政安定化基金（後期高齢者医療制度）

合　計

財政安定化基金（介護保険制度）

公
営
企
業
に
設
け
ら
れ
た
基
金

４⑧表 地方債の償還額等に充当可能な基金
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